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具体的な一連の雇用管理に関する援助の業務または実務の経験

事業実施者の経験事業運営責任者の経験

本法人の事業推進者として、経
営理念や組織の社会的意義を再
確認するワークを通じて、企業
自らが多様な障害者の活躍につ
ながる職務を見出す支援を行っ
てきた。大手企業・中小企業双
方で、外部専門機関と連携しつ
つ、内部で職務開発を自立的に
継続できる仕組みを確立してい
る。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。ま
た、これまで延べ100件以上の職
務創出に関与し、現場社員との
協議を通じて受入部署の主体性
を高めてきた。外部専門家と連
携し、業種に応じた職務事例を
提供することで、企業が自ら新
たな業務を設計できる仕組みを
構築している。

当法人は延べ25社以上で業務棚
卸しを行い、事務補助や清掃、
製造補助、データ入力などの基
礎業務に加え、営業サポートや
情報処理といった本来業務に関
連する業務まで幅広く職務を創
出・選定してきた。加えて、就
労支援機関や特例子会社の事例
を共有し、単なる補助業務に留
まらない活躍領域を確保してい
る。さらに、マニュアル整備や
業務プロセス見直しを進め、社
内で継続的に職務創出が行える
体制づくりを支援している。

本法人の事業推進者として、大
手・中小企業の従業員向けに、
即興ワークや五感を用いた体感
型プログラムを展開し、心理的
安全性を高めることで現場社員
が前向きに障害者を受け入れら
れる風土醸成を支援している。
また、社内に理解促進チームを
立ち上げる伴走を行い、継続的
な自立型の啓発活動へとつなげ
ている。

当法人の代表として、左記の業
務を指揮し、従事してきた。法
人設立以前から障害者雇用コン
サルティングを行う組織の部門
長として、延べ200社の雇用推進
支援を行ってきている。企業の
従業員規模は100名前後の中小企
業から3万人を超える大企業まで
を対象に、経営幹部、管理職・
指導者、特例子会社の幹部や指
導者に対する理解促進セミナー
を年間150回以上行っている。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。ま
た、これまで延べ2,000名以上の
現場社員に対して直接ファシリ
テーションを行い、現場リー
ダー・管理職に焦点を当てた少
人数研修も実施してきた。研修
後には社内啓発チームの立ち上
げを助言し、企業が自ら継続的
に理解促進を行えるよう仕組み
化してきた。

法人としての経験

当該事業所内におけ
る職務の創出・選定

社内での障害者雇用
の理解促進

障害者雇用推進体制
の構築

経営陣の理解促進

中小企業においては、総務人事
部門を中心に、各部門・部署へ
の働きかけを行う体制を構築し
てきた。大手企業では、人事部
門、DE&I推進部門、特例子会社
企画部門などを核とし、各拠点
の雇用推進責任者を組織化し、
雇用現場を支援していく体制を
整えている。推進者にはセミ
ナー、資料提供、個別相談対応
を行い、これまで延べ30社の障
害者雇用推進体制を構築してき
た。
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当法人は、現場社員の理解促進
を重視し、延べ40社以上に対し
て研修、ワークショップ、啓発
資料を提供してきた。研修では
障害特性や合理的配慮の意義、
具体的な対応事例を伝えるほ
か、他社の成功・失敗事例を共
有し、納得感をもって受け入れ
を進められるようにしている。
また、ハローワークや地域障害
者職業センターと連携し、外部
専門家による講師派遣や事例紹
介を取り入れ、企業が自律的に
理解促進を継続できる仕組みづ
くりを支援している。

これまで延べ50社から200件以上
の相談を受けて、雇用推進のた
めの各種施策の立ち上げ、運営
支援、研修の実施や情報共有会
の開催、他社訪問・見学、関係
資料の提供などを通じて、障害
者雇用推進の支援を行ってき
た。各種施策を行う上では、経
営陣の障害者雇用についての理
解と、雇用を促進させるメッ
セージ発信が欠かせないため、
企業が目指す組織の姿と障害者
雇用のありたい姿を同期させる
研修やワークショップを提案・
実施している。
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障害種別の経験

採用・雇用計画の策
定

海外での学びを活かし、幸福と
生産性の関連性や価値観共有の
重要性を経営層・人事部門に伝
えながら、身体・知的・精神障
がいのある人材の採用・雇用計
画策定をリードしてきた。特
に、大手企業においては経営戦
略との一体化を、中小企業にお
いては組織風土との整合を意識
した計画立案を実践している。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。特に
中小企業においては経営層の事
業計画と人事部門を交えて採用
計画策定を主導してきた。現場
も巻き込みながら計画を共有す
る体制を整備し、外部機関の支
援がなくても自社で計画を更
新・実行できる仕組みを企業内
に残してきた。

当法人は、採用計画において求
めるスキルや人物像の定義、採
用人数の見込み設定、選考プロ
セス設計に加え、定着やキャリ
ア形成までを見据えた支援を実
施してきた。延べ20社以上でハ
ローワークや就労支援機関と定
期協議を行い、地域の人材動向
に即した計画を策定した実績が
ある。採用計画を経営方針と結
び付けることで、障害者雇用が
経営課題の解決に資する仕組み
として根付くよう支援してい
る。

フィンランドで学んだ福祉理論
やソーシャルワークの知見を活
かし、大手企業や中小企業の経
営者向けに、障害者雇用と経営
理念の統合をテーマとするセッ
ションを数多く実施してきた。
経営理念と障害者雇用を結びつ
けることにより、経営陣が主体
的に理解を深め、自ら発信する
体制づくりを支援している。

ダイバーシティ＆インクルー
ジョン研究の実務経験を背景
に、複数の大手企業・中小企業
において「やらされ感のある形
骸的な取り組み」を「価値創造
につながる実効性ある体制」へ
と転換する支援を行ってきた。
チームビルディングや心理的安
全性を高めるワークを導入し、
属人化せずに持続可能な体制づ
くりを推進している。

7 5

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。推進
体制の役割リストを基に、各社
ごとの状況に合わせて人材をア
サインし、円滑な体制づくりに
努めている。また、アサイン後
の勉強会やコーチングを通じて
役割遂行をフォローし、推進者
自身が施策を構築・運用できる
よう伴走してきた。
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⑥

⑦

⑧ 本人のアイデンティティや価値
観を尊重するキャリア形成プロ
グラムを導入し、社員が「自分
らしく働ける実感」を持てるよ
う支援してきた。身体、知的、
精神障がいのある人材の採用後
の課題発生時には外部支援機関
と協働し、最終的に企業自身が
自立的に職場定着を進められる
体制を構築している。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。現場
での定着支援に多数携わり、本
人・上司・人事を交えた調整や
キャリアプラン策定を実施して
きた。外部専門家とも協働しな
がら、企業が自立的に定着支援
を継続できる状態を整備し、長
期的に障害者の活躍が可能とな
る仕組みを確立している。

当法人は、採用後のフォロー
アップを重視し、定期面談、合
理的配慮の見直し、キャリア面
談等を通じて定着支援を実施し
てきた。延べ20社以上において
三者協議を行い、職場課題の早
期解決を支援した。さらに、就
労支援機関との連携により、企
業が定着支援ノウハウを自ら蓄
積し、社内で継続的に活用でき
る体制を作り出している。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。組織
内に支援員配置や相談窓口設置
を直接主導し、その後の勉強会
やコーチングを通じて担当者の
定着を支援してきた。これによ
り、外部支援に依存せずに企業
内で相談体制を維持できる仕組
みを確立している。

当法人は、障害者が安心して働
ける環境を構築するため、施設
改修、ICTツール導入、相談窓口
設置、支援員育成を延べ15社以
上で支援してきた。必要に応じ
て外部専門機関と連携し、企業
が自律的に体制を維持・改善で
きるよう、マニュアル整備や相
談員研修も併せて実施してい
る。これにより、支援体制が属
人化せず持続的に運用されてい
る。

各種別の障がいのある人材の採
用準備において「理念共有」や
「働く人の幸福」の観点を取り
入れた求人設計を実施。教育機
関や就労支援機関と連携し、対
話型の採用プロセスを構築する
ことで、大手企業・中小企業双
方において持続可能な採用活動
を実現している。

本法人の代表として、左記の業
務を指揮・従事してきた。細か
い部分の支援では効果的な母集
団形成に向けた求人票の添削や
面接場面での指導を行い、企業
担当者が外部機関と協働しつつ
主体的に採用準備を進められる
ように支援してきた。これによ
り、採用活動が自立的に循環す
る仕組みを企業に定着させてい
る。

当法人は、求人票作成、労働条
件設定、募集媒体選定、面接プ
ロセス設計を延べ30社以上で支
援してきた。ハローワークや就
労支援機関と連携し、障害特性
に応じた表現や条件設定を提案
し、応募者と企業双方のミス
マッチを防止している。また、
チェックリストや採用手順書を
提供し、企業が自ら採用ノウハ
ウを蓄積・活用できる仕組みを
整備してきた。

【過去３年間における実績】
　●援助の件数

　　　・延べ200社400件以上（大手企業、中堅・中小企業（除外率設定業種）、特例子会社）

　●支援業種

　　　・教育サービス　・介護サービス　　　・人材サービス　・医療（病院等）　・金融（銀行、証券等）
　　　・商社　　　　　・鉄道輸送サービス　・住宅関連　　　・製造業　　　・居酒屋レストランチェーン
　　　・小売　　　　　・流通　　　　　　　・情報処理　　　・公共機関　　　　・その他のサービス業
　

　●具体的な支援内容

※（表面）1で、「対象障害者の一連の雇用管理に関する援助の業務についての実績を有する法人」を選択した場合は、
下記の各項目について記載してください。

採用後の雇用管理や
職場定着等

※事業運営責任者または事業実施者を複数名登録する場合は、２名以降の経験については別紙へ記載してください。
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社内の支援体制等の
環境整備

求人の申込みに向け
た準備など募集や採
用活動の準備

研修やワークを通じて、支援員
や相談担当者が「人を活かすコ
ミュニケーション」を実践でき
るよう支援してきた。心理的安
全性を重視した環境づくりを推
進し、外部支援がなくても企業
が自立して支援体制を維持・改
善できる仕組みを整備してい
る。


